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分析間の関係 

多くの検定や分析を扱っていると、個別に理論を学んでいるときには見逃しがちな分析

間の同一性が見えてくることがある。それは特に分析の中に 2分類（例えば 0/1）の変数が

含まれるときに多く見られる。ここではその分析間の類似性についてまとめておく。 

１．相関係数・ｔ検定・数量化 I類・χ2検定 

相関係数と単回帰分析の検定でよく知られていることは、相関係数の検定と単回帰式の

傾きの係数の検定が同一であることである。また、単回帰式の傾きの係数の検定が単回帰式

の有効性の検定と同一であることも周知のことがらである。しかし、説明変数が２つ以上の

重回帰分析の場合は、目的変数と各説明変数の相関係数の検定と偏回帰係数の検定は異な

り、重回帰式の有効性の検定もこれらとは異なる。このようなよく知られた話も含めて、分

析間の関係について例を用いて述べて行く。 

図 1 にこの節で利用するデータを示す。最後の 2 列は 3 分類の意見２を 0/1 データに変

換し、その 1列目を取り除いたものである。 

 

図 1 利用するデータ 

まず地域で分けた年収の差のｔ検定、地域を量的データとみなした相関係数の検定、年収

を目的変数、地域を説明変数とした数量化Ⅰ類による分析を実行する。それぞれの分析結果

を図 2a、図 2b、図 2c に示す。 

   

図 2a ｔ検定結果        図 2b 相関係数結果 

 

図 2c 数量化Ⅰ類結果 
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これらの検定確率値はすべて p=0.0295 である。数量化Ⅰ類の分析は F検定値であるが、こ

れはｔ検定値を 2 乗したものである。数量化Ⅰ類は重回帰分析と同等であるので、相関係

数の検定が回帰分析と同等であることから、結果は当然である。 

以上は 2分類の質的データを用いたものであったが、3 分類以上では、ｔ検定に相当する

検定が 1 元配置分散分析、相関係数が分類を 0/1 データに変えた正準相関分析、数量化Ⅰ

類は説明変数が 3分類以上の質的変数になるだけである。 

まず、意見２と年収を選んで 1 元配置分散分析を行った結果を図 3aに、年収を目的変数

に、意見２を説明変数に選んで数量化Ⅰ類を実行した結果を図 3bに示す。 

   

図 3a 1 元配置分散分析結果        図 3b 数量化Ⅰ類結果 

検定確率で見ると p=0.2114 と 1 元配置分散分析と数量化Ⅰ類は分類が増えても同一であ

る。また相関係数については、図 3b と図 4 に示すように、数量化Ⅰ類では重相関係数の

r=0.125、正準相関分析では年収と意見２:2、意見２:3 を２つの正準変数に選んだ場合の正

準相関係数の r=0.125 に拡張される。 

 

図 4 正準相関分析結果 

次に 2 分類の地域と意見１について、相関係数とχ2検定を比較する。図 5a と図 5bにそ

れぞれの検定結果を示す。但し、χ2検定ではイェーツ補正を行っていない。 

   

図 5a 相関係数結果                  図 5b χ2検定結果 

2 分類のデータでは、相関係数の検定とχ2 検定は検定確率 p=0.0227 で同等である。しか

し、3分類以上のデータが含まれる場合、異なった結果になる。3 分類以上を量的データと

して扱った場合、分類間の距離をどうとらえるかという基準が明確でないため、χ2検定と

同一にならない。 
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２．2元配置分散分析・直交表分散分析・数量化Ⅰ類 

前節で 1元配置分散分析と数量化Ⅰ類の有効性の検定が同一であることを述べたが、2元

配置分散分析は他の検定とどのような関係があるのだろうか。ここで、重要な役割を演じる

のは直交表分散分析である。直交表分散分析は実験に影響を与えるすべての要因の条件の

数を、直交表と呼ばれる組み合わせ表でそろえる分析である。この分析により、最小限の実

験回数で交互作用を持つデータの差の検定が実施できる。図 6 に 2 分類の直交表実験計画

法 L8(2^7)のデータを示す。 

 

図 6 直交表実験計画法のデータ 

要因 A, B による data の違いを調べた 2 元配置分散分析の結果と直交表分散分析の結果

を図 7a と図 7b に示す。C.Analysis の直交表分散分析は図 6 の変数をすべて選択して実行

する。 

 

図 7a 2元配置分散分析結果 

 

図 7b 直交表分散分析結果 

図 7a と図 7b の確率値はすべて同じである。2 元配置分散分析はデータの一部が欠損して

も、データが増えても、何らかの結果を与えるが、直交表分散分析では指定されたデータの

形式が必要である。 

この分散分析を数量化Ⅰ類と比較してみよう。目的変数に data、説明変数に A と B と

A*B を指定した分析結果を図 8 に示す。2 元配置分散分析及び直交表分散分析の要因によ

る検定結果と数量化Ⅰ類のアイテムごとの検定結果は確率が一致している。しかし、データ

を一部欠損にすると、2元配置分散分析の結果と数量化Ⅰ類の検定結果は異なる。 
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図 8 数量化Ⅰ類結果 

次に直交表分散分析で交互作用が複数列で表されるような場合について検討する。図 9に

3 分類の直交表実験計画法 L27(3^13)のデータを示す。 

 

図 9 3分類直交表実験計画法データ 

この場合、交互作用は 2列で与えられる。直交表分散分析の結果を図 10 に示す。 

 

図 10 直交表分散分析結果 

このデータで data を目的変数に、変数 A, B, Cと 2 つの A*B, ２つの A*Cを説明変数に選

択して数量化Ⅰ類を実行した結果が図 11である。 

 
図 11 数量化Ⅰ類結果 

A, B, C の結果は直交表分散分析結果と同一である。交互作用 A*B と A*C は２つに分かれ

ているが、この 2つの変数について、結合仮説検定を実施した結果が図 12である。 

  

図 12 結合仮説検定の結果 

この計算にはソフトの制約から、一度データを重回帰分析用に 0/1 データに変換し（数量

化Ⅰ類も同じ）、その後 A*B と A*C に関連する部分で結合仮説検定を行った。この結果の
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検定確率は直交表分散分析の結果と一致している。 

図 9 に与えられたデータで、変数 A, B, A*B, A*B だけを使って、2 元配置分散分析、直

交表分散分析、数量化Ⅰ類を行ってもすべての分析が同一の結果を得る。但し、直交表分散

分析については、ソフトの性質上、他の変数名は空白にする必要がある。 

1 元配置分散分析はどのようなデータでも数量化Ⅰ類の結果と一致するが、交互作用を持

つ 2元配置分散分析は図 9 のようなデータに欠損があれば異なった結果となる。 

 

３．重回帰分析・判別分析 

ここでは重回帰分析と判別分析の一致性を議論する。重回帰分析は目的変数自身を推測

する分析であり、判別分析は目的変数の分類を判別関数値として与えるものであるので、目

的変数が 2 分類のデータである場合、類似性があるものと予想される。図 13に利用するデ

ータを示す。 

 
図 13 判別分析のデータ 

合否を目的変数、勉強時間と平均点を説明変数として重回帰分析を行った結果を図 14aに、

判別分析を行った結果を図 14bに示す。 

 

図 14a 重回帰分析結果 

 

図 14b 判別分析結果 
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図 14aの t 検定値を 2乗すると図 14b の F 検定値になり、自由度も確率も一致している。 

 

４．数量化Ⅲ類・コレスポンデンス分析 

数量化Ⅲ類は 0/1 で与えられたデータから個体や変数の類似性を求める分析であり、コ

レスポンデンス分析は 2 次元分割表から個体や変数の類似性を求める分析である。そのた

め、0/1 データを分割表とみなせば、類似性があるように思われる。図 15 に数量化Ⅲ類で

用いられるデータを与える。 

 

図 15 数量化Ⅲ類のデータ 

このデータを用いて、数量化Ⅲ類を行った固有値と寄与率の結果を図 16a に、カテゴリウ

ェイトの結果を図 16b に示す。 

 

図 16a 数量化Ⅲ類の固有値・寄与率結果 

これに対して、コレスポンデンス分析を行った固有値と寄与率の結果を図 16b に示す。 

 

図 16b コレスポンデンス分析の固有値・寄与率結果 

これを見ると両者は一致している。また、省略しているが、カテゴリウェイトも個体ウェイ

トも一致する。このように 0/1 データについて、2 つの分析は一致している。 

 


